
（一社）日本訪問リハビリテーション協会 制度対策部
2022年度 報酬改定に向けてのアンケート調査(会員向け)報告



1.目的
令和3年度介護報酬および令和4年度診療報酬改定における訪問リハビリテーション（訪問リハビリテーション事
業所からの訪問、訪問看護ステーションからの理学療法士等による訪問）の実態を把握し、令和6年度診療報酬・
介護報酬同時改定の提言資料として活用することで当協会の方向性を示していく。

2.アンケート対象
(一社)訪問リハビリテーション協会 個人会員・法人会員

＊個人会員の場合、所属事業所について記載してください。

3.アンケート媒体と方法
無料webアンケート（Googleフォーム）使用

4.調査期間
2022年9月27日(火)～2022年11月11日(金)

5.回収状況
211名 回収率 13.0％ (10/6 現在 法人346・個人会員1,274 計1,620名) )

アンケート実施概要



アンケート結果(所属)

▶回答者所属
２１１件の回答

132

79
訪問リハ事業所

訪問看護事業所



▶訪問リハ事業所 所属事業所
１３２件の回答

＊約８割が病院からの訪問 アンケート結果(訪問リハ事業所向け)
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▶訪問リハ事業所 所在地（都道府県および市区町村）
１３２件の回答

＊関東地方からの回答が最も多い アンケート結果(訪問リハ事業所向け)

病院

9
8

32

13
16

21

8

18

0

5

10

15

20

25

30

35

北海道 東北地方 関東地方 中部地方 近畿地方 中国地方 四国地方 九州地方



▶所属事業所 理学療法士等の訪問リハビリでの平均経験年数
１３２件の回答

＊経験年数は５年未満が約４割、うち3年未満が1割 アンケート結果(訪問リハ事業所向け)
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▶介護保険 要介護利用者の全利用者数
１３２件の回答

50人未満50人以上
100人未満

＊要介護利用者数の平均は、62.8人 アンケート結果(訪問リハ事業所向け)
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▶介護保険 要介護利用者 訪問リハビリの目的
132件の回答

50人未満50人以上
100人未満

＊心身機能維持・回復、ADLに次いで社会参加支援 アンケート結果(訪問リハ事業所向け)
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▶介護報酬改定後の要支援の訪問リハビリについて
１３２件の解答

＊前年データと比較し「期限設定での訪問」が増加 アンケート結果(訪問リハ事業所向け)
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▶介護保険 要支援利用者 全利用者数
１３２件の回答

50人未満50人以上
100人未満

＊要支援利用者数の平均は、12.0人 アンケート結果(訪問リハ事業所向け)
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▶介護保険 要支援利用者 12ヶ月超減算にて訪問している人数
１３２件の回答

50人未満50人以上
100人未満

＊10人未満が約9割を占める アンケート結果(訪問リハ事業所向け)
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▶介護保険 要支援利用者 12ヶ月以降も訪問リハビリが必要な疾患
１３２件の回答

50人未満50人以上
100人未満

＊神経系の疾患が多く、詳細な調査が必要 アンケート結果(訪問リハ事業所向け)
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▶介護保険 要支援利用者 訪問リハビリの目的
１３２件の回答

50人未満50人以上
100人未満

＊要介護に比べ「社会参加支援」の目的が上位 アンケート結果(訪問リハ事業所向け)
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▶介護保険 法人内医師がかかりつけ医の人数
１３２件の回答

50人未満50人以上
100人未満

＊0人、25人未満が約6割を占める アンケート結果(訪問リハ事業所向け)
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▶介護保険 法人外医師がかかりつけ医の人数
１３２件の回答

50人未満50人以上
100人未満

＊法人内医師よりも25人未満の割合が少ない アンケート結果(訪問リハ事業所向け)
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▶介護保険 法人外医師がかかりつけ医で訪問リハ計画診療未実施
減算で訪問している人数

１３２件の回答

50人未満50人以上
100人未満

＊0人、25人未満が約9割を占める アンケート結果(訪問リハ事業所向け)
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▶介護保険 訪問リハ計画診療未実施で訪問をしている場合、
訪問リハ事業所医師が診察を行わない理由

１３２件の回答

50人未満50人以上
100人未満

＊「その他」が最も多く、さらなる調査が必要 アンケート結果(訪問リハ事業所向け)
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▶介護保険 生活機能向上連携加算への協力の有無
１３２件の回答

50人未満50人以上
100人未満

＊「協力していない」が約8割 アンケート結果(訪問リハ事業所向け)

協力している

22%

協力していない

78%



▶介護保険 必要な支援（訪問リハビリ）が提供できなくなる理由
１３２件の回答

50人未満50人以上
100人未満

＊単位数的な理由が上位、続いて重症化、医療への移行 アンケート結果(訪問リハ事業所向け)

7

27

31

37

42

47

77

79

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

その他

主治医が日医かかりつけ医機能研修を受講していない

要支援のため

医療保険へのサービス変更による訪問看護への移行

急性増悪時に利用頻度を増やせない

看護師が必要となり訪問看護への移行

訪問介護などの他サービス利用の増加

単位数が足りない



▶介護保険 必要な支援（訪問リハビリ）が提供できなくなる理由
（選択肢以外の場合）

１５件の回答

50人未満50人以上
100人未満

アンケート結果(訪問リハ事業所向け)

・かかりつけ医が指示書を書かない
・リハビリ事業所の医師が不足のためリハ診察ができない
・訪問リハのための診察（いわゆる二重診療）を拒否した場合（二重診療を理解してもらえない、
かかりつけ医以外の診療が増えることで二重診療が手間になるなど）
・サービスの終了がうまくできていないため、利用枠がすぐにあかない。
・事業所医師の診療の時間確保が困難
・事業所医師診察のための来院が困難な状態となった場合
・支援の12月超減算はSTを考慮していないと感じる。
・本人の希望と主治医の指示が噛み合わなかったり、デマンドとニードに乖離があった場合
・事業所医師の受診に来れない、訪問看護との利用料の差
・有料老人ホームへの移行（外部サービスを受けない有料ホームがある）
・職員の人員不足
・山間部在住の利用者は定期受診が困難、インターネット利用が困難でオンライン会議が不可能
・体調悪化、入院、逝去等
・当院医師の受診が出来ない
・費用面の問題



▶介護保険 「訪問リハ事業所」から「訪問看護からの理学療法士等」
の訪問へ移行した利用者がいるか

１３２件の回答

50人未満50人以上
100人未満

＊約半分の割合が移行している アンケート結果(訪問リハ事業所向け)

はい

49%
いいえ

51%



▶介護保険 ８－３で「はい」と回答された移行した理由
１３２件の回答

50人未満50人以上
100人未満

＊看護師の必要性、重症化で訪問看護へ移行 アンケート結果(訪問リハ事業所向け)
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▶介護保険 ８－３で「はい」と回答された移行した利用者の疾患名
１３２件の回答

50人未満50人以上
100人未満

＊要支援12ヶ月越えと比較、「新生物」が上位 アンケート結果(訪問リハ事業所向け)
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▶医療保険（在宅患者訪問リハビリテーション指導管理料）
で訪問をしている利用者人数
１３２件の回答

50人未満50人以上
100人未満

＊0人、10人未満が約9割と少ない アンケート結果(訪問リハ事業所向け)
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▶医療保険（在宅患者訪問リハビリテーション指導管理料）
利用者における訪問リハビリの目的
１３２件の回答

50人未満50人以上
100人未満

＊介護保険と比べ、「その他」が多く調査が必要 アンケート結果(訪問リハ事業所向け)
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▶医療保険（在宅患者訪問リハビリテーション指導管理料）
利用者が社会参加するための問題となる原因
１３２件の回答

50人未満50人以上
100人未満

＊自宅内での身体機能、介護、環境が上位 アンケート結果(訪問リハ事業所向け)
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移動方法（移乗ができない、乗り物を利用できない等）

身体機能（四肢が動かない、体力不足、易疲労性など）



8

8

8

11

15

19

41

44

60

0 10 20 30 40 50 60 70

利用者負担軽減のため

医療保険の場合、訪問リハ事業所のスタッフではなく病院のス

タッフが訪問するため把握できない

医療保険と介護保険でカルテが異なるため

医療保険と介護保険で請求業務が異なるため

訪問看護の医療保険サービスを受けられるため

事務手続きが煩雑になるため

医師の業務が増えるため

.医師の診療頻度が1ヶ月と短いため

その他

▶医療保険（在宅患者訪問リハビリテーション指導管理料）
を算定しない場合、制度を利用しない理由
１３２件の回答

50人以上
100人未満

＊医師の診察、業務量が上位、「その他」調査が必要 アンケート結果(訪問リハ事業所向け)



▶中枢神経疾患で発症から1年以内の利用者 129名

かかりつけ医が法人内医師と法人外医師の利用者
ADL点数(Barthel index)の変化

＊ADLは、法人内外医師どちらも利用開始から6ヵ月で向上 アンケート結果(訪問リハ事業所向け)

＊ADLは、どちらも
利用開始から6ヵ月で
向上した

** p<0.01

P<0.001                                                     p<0.001
Friedman検定

64.7

58.9

63.9

58.6

70.9

65.6

法人内医師 n=74 法人外医師 n=55

退院時 利用開始 6ヵ月後

+7.0

+7.0

**
**

**
**

退院から利用開始まで4日(中央値) 退院から利用開始まで5日(中央値)



▶中枢神経疾患で発症から1年以内129名中カンファレンス参加有無または利用開始期間無回答除く122名

退院前カンファレンス参加あり、なし による
退院から利用開始までの期間（日数）の差

＊退院前カンファ参加有無により、利用開始期間に差あり アンケート結果(訪問リハ事業所向け)

＊退院前カンファレンス
参加有無により、利用
開始までの期間に差が
見られた

＊かかりつけ医が法人内・外いず
れも差が見られた

Wilcoxon順位和検定 **p<0.01

3.9

28.5

参加あり n=39 なし n=31

法人内医師

3.8

16.1

参加あり n=19 なし n=33

法人外医師

3.9

22.1

参加あり n=58 なし n=64

±3.2

±36.3

中央値3.0

中央値6.0

かかり付け医 法人内・外別

**

**

**



▶中枢神経疾患で発症から1年以内の利用者 129名中退院前カンファレンス参加有無無回答を除く128名

退院前カンファレンス参加あり、なしによる
利用開始から6か月間のADL点数(Barthel index)の変化量の差

＊法人外医師の場合、参加有無によりADL向上量に差あり アンケート結果(訪問リハ事業所向け)

＊かかりつけ医が法人外
医師の場合、退院前カン
ファレンス参加有無により、
ADL向上量に差が見られ
た

P=0.677                                                  p=0.04
Wilcoxon順位和検定 *p<0.05

7.6

10.3

6.3
5.1

法人内医師 法人外医師

参加あり なし

*

n=41 (3.5日) n=33 (7.5日) n=20 (3日) n=34 (6日) ＊括弧内：退院か
ら利用開始までの
日数(中央値)

+
+

+

+



▶訪問看護事業所 所在地（都道府県）
７８件の回答

＊関東地方からの回答がもっとも多い アンケート結果(訪問看護事業所向け)

営利法人

6 4

32

15

9
1 1

10

0

5

10

15

20

25

30

35

北海道 東北地方 関東地方 中部地方 近畿地方 中国地方 四国地方 九州地方



▶訪問看護事業所 回答者所属
７８件の回答

＊上位３法人で約7割を占める アンケート結果(訪問看護事業所向け)

営利法人

医療法人31%

24%
１９％

9%

4%

13%
医療法人

営利法人

社会福祉法人

社団法人・財団法人

都道府県・市町村・広域連合・一部事務組合

その他

社会福祉協議会

協同組合および連合会

特定非営利法人(NPO法人)

医療法人

営利法人

社会福祉法人



▶病院・診療所の規模（病院・診療所に併設の訪問看護）

３４/７８件の回答

＊200床未満の病院が約半数 アンケート結果(訪問看護事業所向け)

営利法人

医療法人

43%

23%

20%

14%

病院（200床未満）

病院（200床以上、400床未満）

無床診療所

病院（400床以上）

有床診療所（19床以下）

その他（病院・診療所に併設の訪問看護ではない）

病院
（200床未満）

病院
（200床以上、
400床未満）

無床病院

病院
（400床以上）



▶所属事業所の理学療法士等の訪問リハビリでの平均経験年数
７８件の回答

＊５年未満が約3割、うち３年未満が約1割 アンケート結果(訪問看護事業所向け)

1%

10%

26%

44%

15%

4%
１年未満

１年以上３年未満

３年以上５年未満

5年以上10年未満

10年以上15年未満

15年以上20年未満

20年以上

5年以上10年未満

平均6.4年

１年以上
3年未満

3年以上
5年未満

１０年以上
15年未満



▶要介護 利用者人数（訪問看護Ⅰ5または訪問看護Ⅰ5・2超）

７８件の回答

＊約４割が25人未満で、平均は59.4人 アンケート結果(訪問看護事業所向け)

営利法人

医療法人

３９％

19%

18%

5%

8%

11%

25未満

25～50未満

50～75未満

75～100未満

100～150未満

150以上

25人未満

25人以上
50人未満

25人未満

50人以上
75人未満



▶訪問リハビリの目的（訪問看護Ⅰ5または訪問看護Ⅰ5・2超）

４００件（複数回答）

＊心身機能維持・回復、ADLに次いで社会参加支援 アンケート結果(訪問看護事業所向け)

営利法人

医療法人

75

75

68

62

49

29

19

11

12

0 10 20 30 40 50 60 70 80

心身機能維持・二次障害の予防

ADL・IADL機能の向上

心身機能回復

社会参加支援

終末期における療養・精神面での安定

移動支援

就労支援

発達・就学支援

その他



▶訪問看護Ⅰ5の看護師訪問頻度
７８件の回答

＊看護師訪問は、1カ月もしくは3ヵ月の頻度で実施 アンケート結果(訪問看護事業所向け)

営利法人

医療法人

54%44%

1%
3ヵ月

1ヵ月

2ヵ月

6ヵ月

6ヵ月以上

3ヵ月１ヵ月



25

23

7

7

5

1

0

10

0 5 10 15 20 25 30

介護報酬改定前と変わりなく訪問をしている、

期限を設定して訪問をしている、

今後サービス終了を予定、

今後のサービス継続について検討中、

サービスを終了した(サービス利用1年未満の利用者も含む)

要介護への区分変更の相談をした、

訪問頻度を増やした

その他

▶要支援の事業所方針
７８件の回答

＊「変わりなく訪問」「期間を設定して訪問」が多い アンケート結果(訪問看護事業所向け)



▶要支援 利用者人数(予防訪問看護Ⅰ5または予防訪問看護Ⅰ5・2超)

７８件の回答

＊約7割の事業所で利用者10人未満、平均は9.7人 アンケート結果(訪問看護事業所向け)

営利法人

医療法人
15%

58%

12%

5%

10%

0人

1人以上10人未満

10人以上20人未満

20人以上30人未満

30人以上
1人以上10人未満

0人

10人以上
20人未満



▶要支援 減算利用者人数(予防訪問看護Ⅰ5または予防訪問看護Ⅰ5・2超)

７８件の回答

＊10人未満が8割以上を占める、うち0人が4割 アンケート結果(訪問看護事業所向け)

営利法人

医療法人

42%

44%

6%
3%5%

0人

1人以上10人未満

10人以上20人未満

20人以上30人未満

30人以上

1人以上10人未満

0人



▶12ヶ月以降も継続が必要と思う疾患(予防訪問看護Ⅰ5または予防訪問看護Ⅰ5・2超)

２４９件（複数回答）

＊神経系の疾患が多く、詳細な調査が必要 アンケート結果(訪問看護事業所向け)

営利法人

医療法人

64
47

43
21

18
16

11
6

5
3
3

2
1
1

8

0 10 20 30 40 50 60 70

神経系の疾患

循環器系の疾患

呼吸器系の疾患

筋骨格系及び結合組織の疾患

新生物

精神及び行動の障害

内分泌、栄養及び代謝疾患

血液及び造血器の疾患並びに免疫機構の障害

損傷、中毒及びその他の外因の影響

感染症及び寄生虫症

腎尿路生殖器系の疾患

先天奇形、変形及び染色体異常

消化器系の疾患

周産期に発生した病態

その他

眼及び付属器の疾患

耳及び乳様突起の疾患

皮膚及び皮下組織の疾患

妊娠、分娩及び産じょく＜褥＞



▶ 要支援 利用者における訪問リハビリの目的
３３５件（複数回答）

＊ADL向上に次いで「社会参加支援」が上位 アンケート結果(訪問看護事業所向け)

営利法人

医療法人

71

65

64

57

38

14

13

4

9

0 10 20 30 40 50 60 70 80

ADL・IADL機能の向上

社会参加支援

心身機能維持・二次障害の予防

心身機能回復

移動支援(公共交通機関の利用・自動車運転・電動車いす等の…

就労支援

終末期における療養・精神面での安定

発達・就学支援

その他



▶医療保険(訪問看護療養費)で訪問している利用者人数
７８件の回答

＊半数以上の事業所が利用者25人未満 アンケート結果(訪問看護事業所向け)

営利法人

医療法人

3%

55%

23%

6%

6%
4%

3%

0人

1人以上25人未満

25人以上50人未満

50人以上75人未満

75人以上100人未満

100人以上200人未満

200人以上

1人以上
25人未満

25人以上
50人未満

平均36.1人



▶小児(0歳～18歳未満)に対し看護師が訪問している人数(訪問看護療養費)

３６件の回答

＊10人未満が9割を占める アンケート結果(訪問看護事業所向け)

営利法人
92%

5% 3%

10人未満

10人以上20人未満

20人以上30人未満

30人以上

平均4.2人

10人未満



▶小児(0歳～18歳未満)に対し理学療法士等が訪問している人数(訪問看護療養費)

３７件の回答

＊看護師のみに比し利用人数増加傾向 アンケート結果(訪問看護事業所向け)

営利法人

75%

11%

3% 11%
10人未満

10人以上20人未満

20人以上30人未満

30人以上

10人以上
20人未満

30人以上

10人未満

平均13.2人



▶精神科訪問看護で看護師が訪問している人数(訪問看護療養費)

４０件の回答

＊約7割の事業所が利用者10人未満 アンケート結果(訪問看護事業所向け)

営利法人

67%

30%

3%

10人未満

10人以上20人未満

20人以上30人未満

30人以上10人未満

10人以上
20人未満

平均9.1人



▶精神科訪問看護で理学療法士等が訪問している人数(訪問看護療養費)

２４件の回答

＊看護師のみに比し利用人数減少傾向 アンケート結果(訪問看護事業所向け)

営利法人

96%

4%

10人未満

10人以上20人未満

20人以上30人未満

30人以上
10人未満

平均5.2人



▶医療保険(訪問看護療養費)の利用者における訪問リハビリの目的
418件（複数回答）

＊医療度の高い終末期が上位 アンケート結果(訪問看護事業所向け)

営利法人

医療法人

74

72

62

62

49

36

27

24

12

0 10 20 30 40 50 60 70 80

心身機能維持・二次障害の予防

ADL・IADL機能の向上

心身機能回復

終末期における療養・精神面での安定

社会参加支援

移動支援(公共交通機関の利用・自動車運転・電動車いす等のモビリ

ティー支援)

発達・就学支援

就労支援

その他



▶医療保険(訪問看護療養費)利用者が社会参加をするために問題となる原因
４３２件（複数回答）

＊身体機能に次いで、「移動支援」が上位 アンケート結果(訪問看護事業所向け)

営利法人

医療法人

78

64

58

54

46

44

44

38

6

0 10 20 30 40 50 60 70 80

身体機能（四肢が動かない、体力不足、易疲労性など）

移動方法（移乗ができない、乗り物を利用できない等）

人的環境（介助者がいない等）

物理的環境（階段などの障害物など）

精神・認知機能（うつ、認知症、高次脳機能障害など）

コミュニケーション（発語が困難、耳が聴こえないなど）

セルフケア（更衣・排泄など）

対人関係（他者との関係性が図れないなど）

その他



▶必要な支援(訪問リハビリ)が提供できなくなる理由（訪問看護の制度や要件等）

２１８件（複数回答）

＊医療的対応が必要な利用者が対象 アンケート結果(訪問看護事業所向け)

営利法人

医療法人

44

36

35

32

28

23

14

6

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

単位数が足りない

訪問介護などの他サービス利用の増加

要支援のため

急性増悪時に利用頻度を増やせない

複数箇所の訪問看護ステーションが介入できない

看護師訪問が必要,

看護師訪問において特別訪問看護指示書が出されたとき

ない



▶「訪問看護からの理学療法士等の訪問」から「訪問リハ事業所」へ移行

７９件の回答

＊「移行していない」が8割以上を占める アンケート結果(訪問看護事業所向け)

営利法人

医療法人

13%

87%

はい

いいえ
いいえ

はい



▶移行した理由
１０件の回答

アンケート結果(訪問看護事業所向け)

営利法人

医療法人



▶移行した疾患
２６件（複数回答）

＊神経系・呼吸器系・筋骨格筋の疾患が多い アンケート結果(訪問看護事業所向け)

営利法人

医療法人

6

5

5

2

1

1

1

0 1 2 3 4 5 6 7

神経系の疾患

呼吸器系の疾患

筋骨格系及び結合組織の疾患

循環器系の疾患

精神及び行動の障害

血液及び造血器の疾患並びに免疫機構の障害

その他



45.7

57.7

46.7

58.458.5

69.1

看護師とPT/OT/ST n=47 PT/OT/STのみ n=44

退院時 利用開始 6ヵ月後

▶中枢神経疾患で発症から1年以内の利用者 91名

看護師とPT/OT/ST定期訪問、PT/OT/STのみ定期訪問の利用者
ADL点数（Barthel index）の変化

＊ADLは、どちらも利用開始から6ヵ月で向上 アンケート結果(訪問看護事業所向け)

+11.8

+10.7

P<0.001                                  p<0.001
Friedman検定

＊ADLは、どちらも
利用開始から6ヵ月で
向上した

PT/OT/STのみ定期訪問の利用者
において、訪問看護Ⅰ5における
看護師訪問の頻度によりADLの変
化量に差は見られなかった

62.5

55.8

72.5

66.2

1ヵ月 n=18 3ヵ月 n=25

利用開始 6ヵ月後

+10.0

+10.4

（44名中、2ヵ月に1回の1名を除く43名）

**
**

**
**** p<0.01

退院から利用開始まで5日(中央値)退院から利用開始まで3日(中央値)



▶中枢神経疾患で発症から1年以内 91名中カンファレンス参加有無または利用開始期間無回答を除く86名

退院前カンファレンス参加あり、なし による
退院から利用開始までの期間（日数）の差

＊退院前カンファ参加有無により利用開始までの期間に差ありアンケート結果(訪問看護事業所向け)

＊退院前カンファレンス
参加有無により、利用
開始までの期間に差が
見られた

*特にPT/OT/STのみが定期
訪問の利用者で差が見られた

3.8

9.2

参加あり n=22 なし n=24

看護師とPT/OT/ST

Wilcoxon順位和検定 **p<0.01

3.9

16.5

参加あり n=44 なし n=42

±4.9

±26.1

中央値3.0

中央値6.0

**

4

26.1

参加あり n=22 なし n=18

PT/OT/STのみ

**

定期訪問している職種別



▶中枢神経疾患で発症から1年以内の利用者 91名中退院前カンファレンス参加有無無回答を除く90名

退院前カンファレンス参加あり、なしによる
利用開始から6か月間のADL点数（Barthel index）の変化量の差

＊ 理学療法士等のみ訪問利用者で退院前カンファレンス「参加あり」のほうがADLより向上

＊PT/OT/STのみ訪問し
ている利用者では、退院
前カンファレンス「参加あ
り」のほうがADLがより向
上する傾向にある。

P=0.558                                                p=0.180
Wilcoxon順位和検定

11.4

12.712.2

8.6

看護とPT/OT/ST訪問 PT/OT/STのみ訪問

参加あり なし

n=22 (2日) n=25 (4日) n=22 (4.5日) n=21 (13日) ＊括弧内は退院
から利用開始まで
の日数(中央値)

+
+ +

+



＊居宅外でのリハビリテーションは9割以上「必要である」と回答 アンケート結果(共通)

新書式

▶居宅外でのリハビリテーション提供が必要なケースがあるか （n=211）

98%

2%
訪問リハ

必要がある

必要がない

96%

4%

訪問看護

必要がある

必要がない

97%

3%

必要がある 必要がない

必要がある



＊6割以上が移動目的のリハビリテーションが理由 アンケート結果(共通)

▶居宅外でのリハビリテーション必要だと思われる理由 （複数回答可）

23%

20%

8%

23%

21%

1%
0%

1%
1% 1% 0% 0%0%0%0% 0%0% 0%

屋外歩行練習

公共交通機関 利用 の練習

自動車運転の環境確認

電動車椅子 等モビリティー利用 の練習

買い物の練習

就労支援

就学・保育所支援

庭・畑作業のため

地域コミュニティ・他者交流のため

公共施設利用の練習

趣味活動

フレイル予防のため

車の乗降練習

通院のため

ごみ捨てのため

銀行利用のため

冠婚葬祭のため

気分転換

屋外歩行練習

公共交通機関
利用の練習

自動車運転
の環境確認

電動車椅子等
モビリティー利用

の練習

買い物の練習



＊「デイサービス」に次いで「職場」との連携に時間を要している アンケート結果(共通)

▶訪問リハビリを実施するにあたり、利用者とともに施設の環境の確認や連携
に時間を要したもの （複数回答可）

50%

8%

28%

9%

2%

2% 1%

デイサービスなど 通所事業所

教習所

職場 など

保育園・学校 など

介護、福祉施設・通院先

買い物場所

趣味活動や友人との交流の場

デイサービス
など通所事業所

教習所

職場など

保育園
学校など



＊障害福祉サービスをしている法人は約1割 アンケート結果(共通)

▶同法人内での障害福祉サービスの設置について （n=211）

13%

82%

5%

している していない わからない

設置している

設置していない

11%

85%

4%
訪問リハ

している

していない

わからない

15%

79%

6%

訪問看護

している

していない

わからない



55%45%

6%

16%

12%

5%

6%14%

7%

9%

16%

9%

保育所等
訪問支援

その他

＊児童福祉約3割、就労サービス約3割設置していると回答 アンケート結果(共通)

▶同法人内での障害福祉サービスの設置について （ｎ=55）

▶事業の具体的な内容

▶法人内連携の有無

相談支援 児童発達支援

放課後等
デイサービス

就労移行
支援

就労B

就労A
機能
訓練

生活
訓練

連携
している

連携
していない



＊利用開始前は変化なく、利用開始から6か月間で向上 アンケート結果(共通)

＊いずれの期間も利
用開始前は変化なく、
利用開始から6か月
間で向上が見られた。
＊退院から利用開始までの期
間が31-60日、61日以上でも
利用開始前の変化(自然回復)
は見られなかったことから、利用
開始後の変化は訪問リハビリ
テーションの効果を表わしている
可能性が考えられた。

▶発症から1年以内の利用者 220名

退院から利用開始までの期間とADL点数(Barthel index)の変化
全体概要 退院から利用開始までの期間（日） 中央値 4 四分位範囲 2－8

(n=220) 退院から利用開始までのBI変化 平均 0.01 標準偏差 4.4

利用開始から6か月後のBI変化 平均 8.8    標準偏差 9.7

0.1 -1.7 -0.8
1

-1.3

1.6

9.2 8.7

10.8

5

9.4

5.9

退院から利用開始までの期間

退院から利用開始までBI変化 利用開始から6か月後BI変化



▶中枢神経疾患で発症から1年以内220名中カンファレンス参加有無または利用開始期間無回答者除く208名

退院前カンファレンス参加あり、なし による
退院から利用開始までの期間（日数）の差

Wilcoxon順位和検定 **p<0.01

＊退院前カンファ参加有無により、利用開始期間に差あり アンケート結果(共通)

＊退院前カンファレンス
参加有無により、利用開始
までの期間に差が見られた

3.9

19.9

参加あり n=102 なし n=106

**

±4.0

±32.6

(中央値3.0)

(中央値6.0)



退院から利用開始まで3.0日(中央値) 退院から利用開始まで6.5日(中央値)

▶中枢神経疾患で発症から1年以内の利用者 220名中カンファレンス参加有無無回答者除く218名

退院前カンファレンス参加あり（105名 48%）、参加なし(113名 52％）

ADL点数(Barthel index)の変化

51.8

62.9

51.6

63.161.6

70.8

参加あり n=105 なし n=113

退院時 利用開始 6ヵ月後

P<0.001 P<0.001
Friedman検定

**
**

**
**

+7.6

+10.0

＊「参加あり」「なし」どちらも利用開始から6ヵ月で向上 アンケート結果(共通)

** p<0.01

＊ADLは、利用開始から
6ヵ月でどちらも向上した

＊「参加あり群」は「なし群」より
退院時のADLが低く(p<0.01)
退院から利用開始までの期間が短い
(Wilcoxonの順位和検定 p<0.01)


